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的方策を議論する。   2
 



















涯未婚率は未だ 6％に満たない(2000 年推定で 5.8%)ことを考え合わせると、近













    
                                                  
1 しかしTFRはtempo effectにも影響されるので、離婚の影響の単純な量的推定はできない。   3









較的早い 2002年6月 に 「ワーク・ライフ・バランスを求めて」という特集号を
組んでいる。しかしこの言葉が頻繁に使われるようになったのはごく最近であ
り、たとえば『季刊：家計経済研究』2006 年夏の設立 20 周年記念にワーク・ラ
イフ・バランス特集号を組み、労働政策研究研修機構(2005)も最近少子化とワ
ーク・ライフ・バランスの報告を出し、またこの言葉を冠した著書も出始めて


















                                                  
2 Mulligan and Rubinstein (2006)によれば1970年代半ばには女性の国民総所得は男性の国民総
所得の約３分の１であったが、 現在は約３分の２であり、 その間男性の国民総所得が実質で全く
増加しなかったのに対し女性の国民総所得は２倍近くになり、 従って１９７０年代半ば以降の米


































                                                                                                                                                  
女性の雇用の拡大と、 時間当たりの男女の賃金格差の減少によりもたらされた。 一方男女の雇用

















  しかし多くの OECD 諸国と共通する点もある。それは少子化問題との関連であ
る。佐藤博樹氏も指摘しているが（佐藤・御船 2006） 、ワーク・ライフ・バラン
スの趣旨は概念的には少子化対策の手段ではなく独立のものである。しかし現









































に多くの蓄積がある。Journal of Marriage and the Family では 10 年ごとに今
までこのトピックについてのレビュー論文を載せている（Spanier and Lewis 
1980; Glenn 1990: Bradury et al. 2000）が、心理学的なアプローチによるも
のが多い。しかしワーク・ライフ・バランスと関係しているものは夫婦の共同
行動や、男女の家庭内分業の影響に関するものなどがある。 



















説が実証的に支持を得ている（Frisco and Williams 2003; Greenstein 1996; 
Lavee et al, 2002; 末盛・石原 1998） 。だから例えば夫の家事育児分担割合を
一定とすれば、妻が伝統的家庭内分業を否定するという意味で男女平等主義的
なほど妻の結婚満足度は減少し、夫が男女平等主義的なほど夫の結婚満足度は












































選択バイアスによるものか、因果的な関係のものか、を見極める。     
3.  本稿の分析的戦略と主な一般的仮説（postulates） 






















対象となる主要変数が調査された 1994, 1995，1997，1999, 2001 の各年のデー






  出生意欲（ 「是非、欲しい」 、 「条件によっては欲しい」 、 「欲しくない」の３区
分）が出生率に大きく影響することについては、再度の分析を提示しない。山
口（2005a）は本稿で用いたコホートＡの有配偶女性のデータを用いてその後 5
年間の間に子どもを産む確率が、 「是非、欲しい」といった人が 68％、 「条件に
よっては欲しい」といった人が 42％、 「欲しくない」といった人では 8％と大き
く異なることを示した。 
5.1   データ 
 山 口 （2005a） が出生意欲と出生率の関係を分析した際に用いた標本を用いる。
それはコホートＡ及びコホートＢで、それぞれ 1994 年と 1997 年に有配偶の女
性でその時点での子どもの数が 0～2 人の１,028 人であるが、 以下では妻の夫婦
関係満足度か心の支えとなる人としての夫への信頼度(以下「心の支え信頼度」
と呼ぶ)か経済力信頼度の測定値が未解答の 7 標本を除いた 1,021 標本を用いて
いる。年齢は 24～35 歳である。表１は主要変数の分布を示している。 
 
        表１. 主要変数の分布  （N=1,021） 
―――――――――――――――――――――――――――――― 
変数とカテゴリー         割合（％） 
１．出生意欲          10
    是非、欲しい      35.7 
    条件によっては欲しい    32.3 
    欲しくない       32.0 
2. 夫婦関係満足度     
    非常に満足       23.3 
    ほどほどに満足          41.4 
    普通                    25.3 
    やや不満足               8.0 
    非常に不満足             2.0 
３．夫への信頼度 
                  心の支え      経済力 
  非常に信頼できる   44.1   26.2 
  ほどほどに信頼できる 25.5   28.0 
  普通     23.6   37.1 
  あまり信頼できない     5.1     6.6 
















5.2  分析方法と分析結果 
























ことを示している。   
    
      表 ２ .  出生意欲の決定要因：累積ロジットモデル 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿      
変 数          モデル１      モデル２      モデル３    モデル４        
１.   既存の子ども数（対 ２子） 
０子           2.749***  -3.565      2.770 ***     -4.509      
１子                 2.088***      0.304      2.077 ***      1.132 
2.   夫婦関係満足度 
           0.263***   0.107       -----          ----- 
3.  交互作用： 「夫婦関係満足度」ｘ「既存の子ども数（対２人） 」 
０子                 -----        0.368#      -----           ----- 
１ 子          -----        0.341*      -----           -----  




常に満足」と答えた人が1.75、「普通」と答えた人が0.696でその比は2.5である。   12
4.  心の支え信頼度           
           -----    ------      0.170*           0.212** 
5.  経済力信頼度             
            ------    -----       0.078          -0.045 
6.  交互作用： 「経済力信頼度」ｘ「既存の子ども数（対２人） 」 
０子                 ------    -----       -----           0.470* 
１子                 -----        -----        -----          0.194 
7.  夫の月収（単位１０万） 
-0.059       -0.168**    -0.067         -0.169**  
8.  交互作用： 「夫の収入」ｘ「既存の子ども数（対２人） 」 
０子                ------      0.275*       -----         0.225# 
１子                ------     0.185*       -----         0.169* 
9.  本人の就業状態（対  無職） 
常勤                -0.385*     -0.366*     -0.396*       -0.376*                
パート・臨時        -0.446*    -0.478*    -0.446*       -0.465*                 
10．育児休業制度の有無(対  無し、あるいは知らない) 
有り                 0.472*     0.536*      0.467*        0.540**                  
11. 本人の教育（対  高卒以下） 
大卒             -0.094        -0.150     -0.094        -0.131                    
短大卒              0.005     -0.034       0.007        -0.018                     
12．本人の年齢 
                   -0.030    -0.083**   -0.032        -0.083**              
13.   交互作用： 「本人の年齢」ｘ｢既存の子どもの数（対２子）｣ 
０子                -----        0.169*     -----         0.193**                  
１子                -----       0.094*     -----         0.091#                   
14.   現状の継続年数 
                  -0.120***    -0.123**   -0.119***    -0.124***             
15。  係数提示略： （１）夫の収入不詳ダミー、 （２）交互作用： 「夫の収入不詳ダミー」ｘ「既存の子ど 
も数」(モデル２のみ)、 （３）切片（２係数） 。 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
***p<.001; **p<.01; *p<.05; #p<.10 
 
  モデル 2 はモデル 1 に既存の子ども数との交互作用について効果が有意な 3
つの変数（夫婦関係満足度、夫の収入、本人の年齢）について交互作用効果を 
加えたモデルの結果を提示している。夫婦関係満足度との交互作用の結果は、
既存の子ども数が 0 人か 1 人であると、満足度が高いと出生意欲が増すが（係  13







また夫の収入の影響については既存の子ども数が 0 か 1 であれば出生意欲に
有意に影響しないが（係数はそれぞれ 0.107=0.275-0.168,  0.017 
=0.185-0.168)、既存の子ども数が 2 人のときは夫の収入が高いと出生意欲はむ
しろ有意に減少することを示している（係数は-0.168） 。 
















子ども数の交互作用効果はベッカーの理論的予測（Becker and Lewis 1973; 
                                                  
6 exp(2×0.448)の値。2を掛けるのは「非常に信頼できる」と「普通」の差が２で、「是非、欲
しい」 と 「条件によっては欲しい」 の差は１であるため。 これは他の変数を制御した推定値だが、
制御しない場合は「是非、欲しい」と答えた人の割合と「条件によっては欲しい」と答えた人の











論を提示している。上記の結果は、子どもの数が 0 から 2 へ増えるにつれて、































    
    表 3.  夫と過ごす時間として「大切している」と答えた人の割合： 
    生活活動別、就業状態の２カテゴリー別、夫の勤務日・休日別 






  有業の妻 専業主婦 有業の妻 専業主婦 
食事  .74  .73  .69  .71 
くつろぎ  .78  .80  .68  .70 
家事・育児  .32  .46  .16  .19 
買い物  .49  .55  .04  .04 
趣味・娯楽・スポーツ  .43  .42  .07  .10 
交際  .15  .10  .02  .04 
    










  潜在クラス分析の結果は表 4 に示すように、有業の妻の場合も専業主婦の場




I.  有業の妻 
             休日 (N=465)        平日 (N=417) 




て小さいので分析から省いた。   16
潜在クラス数      カイ２乗  自由度  Ｐ    カイ２乗  自由度  Ｐ 
     1    307.08      183   .00         207.98   183    .10         
     2      179.81      174   .37         141.93   174    .96 
     3      159.33      165   .61          98.89   165   1.00  
     4      145.27      156   .72          84.53   156   1.00 
      3 対 2       20.48        9  <.05          43.04     9   <.01  
      4 対 3       14.06        9  <.10          14.36     9   <.10 
 
II.  専業主婦 
             休日 (N=591)        平日 (N=606) 
潜在クラス数      カイ２乗  自由度  Ｐ    カイ２乗  自由度  Ｐ 
     1    332.93      183   .00         246.69   183    .00         
     2      184.07      174   .29         142.49   174    .96 
     3      162.71      165   .54         118.65   165   1.00  
     4      149.64      156   .63         111.74   156   1.00 
      3 対 2       21.26        9  <.05          23.84     9   <.01  
      4 対 3       13.07        9  <.10           7.81     9   <.50 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
































































   18
  図 1 は有業の妻の休日時間の 3 つの潜在クラスの特徴を示している。約半数
（49％）の多数派の潜在クラス１は確率が 20％強の交際は別として他の 5 つの
活動を夫と過ごす大切な時間と答える確率が 50％以上（ 「家事・育児」は正確に

















ある。 最後に全体の 4％にしかあてはまらない極めて少数派の潜在クラス 3 は平
日であっても多くの活動を夫と過ごす大切な時間と答える傾向がある。 
 
  図 4 はこれらの特徴を持つ潜在クラスについて、心の支え信頼度の応答確率
がどう変化するかを示したものである。まず注目すべきは、生活時間の特徴か
らいうと「食事」と「くつろぎ」の時間を大切と答える確率が 25％ほど違う他





を示す。なお少数派の第 3 の潜在クラスは、 「非常に信頼できる」と応える確率
が 3 つのクラスの中で最も高いものの、 「普通」と答える確率も潜在クラス１よ
り大きく、中間（ 「ほどほどに信頼できる」 ）の確率がほとんどなく、信頼度が
２極化しやすい特異性を持っている。 
   19

































































表 5 でその特徴を要約する。 
 
  表 5 は有業の妻と専業主婦について休日と平日別に３つの潜在クラスの区別
と各活動を「夫と過ごす大切な時間」と応答する確率が統計的に有意（5％検 
定で）に関連しているか否かを要約したものである。ただし平日についての潜





   表５．生活活動の潜在クラスと各活動の関連の有意についての要約 
  有業の妻 有業の妻 専業主婦 専業主婦 
  休日  平日  休日  平日 
食事    〇  〇  〇 
くつろぎ  〇  〇  〇  〇 
家事・育児  〇    〇   
買い物    〇   
趣味・娯楽・スポーツ  〇    〇   
交際    〇   
注：有意差は休日は３クラス間、平日は潜在クラス１と２の間の比較。 
 
      この結果は以下を示している。 
（１）潜在クラスの区別と有意に関連している活動について、有業の妻と専業

















7.1  標本と変数 
  標本はコホートＡについては 1994 年に有配偶の女性 1000 人、 コホートＢに
ついては 1997 年に有配偶の女性 201 人、計 1201 人のうち 1 時点しか観察の






  従属変数の妻の夫婦関係満足度はコホートＡについては 1994, 1995, 1997, 
1999, 2001 の各年に調査されており、そのすべてを分析に用いている。また










の説明変数を用いる： （1）夫婦の会話時間（平日） 、 （2）夫と大切に過ごす生活
時間総計（休日） 、 （3）夫の家事分担割合、 （4）夫の育児分担割合、 （5）夫と大
切にしている主要生活活動数。なお（5）の変数は、前節の分析結果に基づき、









  その他の説明変数には世帯の属性として （6） 結婚継続年数、 （7） 子どもの数、
（8）世帯の預貯金・有価証券額、 （9）ローン返済額、本人の属性として（10）
本人の収入、 （11）本人の就業状態、 （12）本人の学歴、夫の属性として（13）















7.2   分析モデル 
    線形の従属変数に対する個人の異質性の影響ついて固定効果モデル
（fixed effect model）とランダム効果モデル（random effect model）
を併用する。これらはそれぞれ以下の式で表わされる。 
    （１）   
2
20 10 3 () () ( ) ii
K
it i it i k k tt yb t t b b x t α ε
= +− + =− + + ∑      
    （２）   
2
2 10 0 3 () () ( )
K
it i i it ii k k ya b t t b t t b x tu ε
= + =+ − + − ++ ∑    
ここでｔは観察年を i は個人をまたｔi0 は i の結婚の年を示す。結婚継続年数
（t-ti0）の U 字型依存の検定のため１次項と 2 次項を含めている。式（１）と
（２）は形の上では類似しているが、固定効果モデルの式（１）における i α は
個人別の定数項パラメターで、その個人間分布は説明変数ｘとどのように関連  23
してもよく、そのため時間とともに変わらない観察されない異質性 i α による X
の状態への選択バイアスを制御でき、より因果的なｘとｙとの関係を調べられ
る長所がある。また、固定効果モデルは個人内での X の変化が y の変化にどう
影響するかの情報だけを用いてパラメターの推定をする。 
















    誤差項εitについては式（１）では i.i.d.（独立同分布）を仮定した、こ
の仮定は強いが、もしこの仮定が満たされなくてもパラメターの推定値は効率
性は落ちるが一致性は満たす。また具体的推定方法として、各個人内で時点間




9。 式 （２） の誤差項εitについては個人間は独立だが、







述べ総数）、Ｍは観察標本人数、npはモデルのパラメターの数である。   24





個人別誤差項 uiの組み合わせの応用には SPSS MIXED を用いた。 
 
7.3  分析結果：妻の夫婦関係満足度の決定要因 




















いることを示している（固定効果モデルで子ども数 0 人の効果が 0.404、ラン
ダム効果モデルでは 0.212） 。 
                                                  









































と仮定し、前者は後者の特殊な場合となる。   25
         表 6.  夫婦関係満足度の決定要因 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
                    モ デ ル １             モデル２ 
                ラ ン ダム効果      固定効果     ラ ン ダ ム 効 果       固定効果 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
I.    ワーク・ライフ・バランスに関する説明変数 
１．夫婦の会話時間（平日１日平均） 
    0.063(8.04)   0.046(5.31)   0.031(4.91)   0.020(2.70)               
２．夫と大切に過ごす生活時間総計（休日） 
                  0.017(5.42)   0.014(3.88)   0.008(3.00)  0.007(2.39) 
３．夫の家事分担割合（小数＝％/100） 
                 -0.181(0.97)  -0.232(1.14)  -0.071(0.49)  -0.113(0.66)  
４．夫の育児分担割合（小数＝％/100）   
      0.519(4.72)   0.396(3.38)    0.260(2.96)   0.261(2.65) 
５．主要生活活動数 
                   0.099(8.91)   0.074(6.22)    0.040(4.47)   0.035(3.47)     
II.  その他の説明変数 
6．結婚継続年数 
線形/10   -0.466(3.66) -0.402(2.84) -0.052(0.56) -0.061(0.51) 
２乗/100         0.124(2.17)   0.052(0.87)    0.008(0.18) - 0.004(0.08) 
7.   子どもの数（対２人） 
０人         0.212(2.93)  0.404(4.05)   0.100(1.99)    0.303(3.62)              
１人              -0.053(1.31)  0.011(0.21)  -0.037(1.28)   -0.004(0.09)          
３人以上.          0.074(1.71)  0.018(0.30)   0.036(1.56)   -0.003(0.01) 
8.   世帯の預貯金・有価証券額（単位 100 万） 
          0.014(2.94)   0.009(2.72)   0.003(1.52)   0.004(1.44) 
9.   調査月のローン返済額（単位１０万） 
      0.008(0.38)   0.012(0.54)   0.015(0.71)   0.011(0.55) 
10.  本人の月収(単位１０万) 
    -0.009(1.19) -0.006(0.66) -0.001(0.11) -0.003(0.44)   
11.   本人の就業状態  （対専業主婦・学生） 
常勤      0.007(0.20)   0.011(0.26)  -0.003(0.10)  -0.008(0.23) 
パート・臨時   -0.046(1.30) -0.049(1.25) -0.009(0.34)  -0.023(0.71) 
12.   本人の学歴（対高卒以下） 
大学以上           0.063(0.79)    -----     0.011(0.24)    ----- 
短大・高専     0.041(0.71)    -----          -0.005(0.14)     -----   26
13.  夫の月収(単位１０万)             
               0.010(1.88)   0.012(2.02)  -0.002(0.63)   0.002(0.40) 
14.   夫の職業（対  作業職） 
専門技術      0.063(1.32)  -0.003(0.05) -0.032(0.92) -0.003(0.05)             
管理事務      0.004(0.08)  -0.057(1.01)  -0.037(1.18)  -0.066(1.40) 
自営     -0.124  (1.57) -0.097(1.05)    -0.086(1.43)  -0.017(0.22)    
販売・サービス    0.042(0.77)  0.040(0.60)   0.021(0.55)  -0.034(0.62) 
無職     -0.534(4.14)  -0.582(4.24) -0.236(2.27) -0.281(2.44) 
15.   夫の勤め先の企業規模（対中小企業, 非該当） 
大企業        0.085(1.80)   0.061(0.96)   0.015(0.44)   0.004(0.07) 
官公庁      0.095(1.43)  0.193(1.40)   0.017(0.39)   0.064(0.56) 
16.   夫の残業時間 
    -0.009(0.99)  -0.003(0.24)  -0.014(1.91)  -0.003(0.29) 
17.  夫の学歴（対大卒未満） 
大卒以上            0.126(2.41)    -----           0.036(1.14)     -----  
 
III. 夫への信頼度 
18. 心の支え      -----          ------        0.534(48.12)    0.472 (33.0) 
19. 経済力        -----          ------        0.159(13.39)    0.151 (10.1) 
 
















   27
=0.145） 。 
（２） 結婚継続年数が増加すると妻の夫婦関係満足度は減少する （β=-0.110） 。  
（３） 最初の子どもが生まれると妻の夫婦関係満足度は減少する （β=-0.095） 。  




（７） 夫の育児分担割合が増すと妻の夫婦関係満足度は増加する （β=0.056） 。 
 (８)世帯の預貯金・有価証券額が増すと妻の夫婦関係満足度は増加する（β
=0.045） 。 




























分担しなければ、この子ども数 0 人から 1 人への負の移行効果は固定効果モデ
ル１の結果を利用すると-0.393(=0.011-0.404)から-0.453（=0.011 
-0.404-0.398x0.151）へと 1.15 倍になり、反対に夫が育児を 50％分担す



























表 8 の心の支え満足度の主な決定要因は７節でまとめた夫婦関係満足度の決 
                                                  
12以下で標準化された回帰係数の値は、比較のため有意でない結婚継続年数の２次項、夫の職業
の「無職」以外のダミー変数を除いたモデルの結果である。また夫の勤め先の企業規模の影響は
２つの係数の線形結合の標準化された回帰係数（シーフ係数）である。   29
表７.  ２種の信頼度の決定要因 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
                     心の支え信頼度               経 済力信頼度 
                  ランダム効果    固定効果        ランダム効果    固定効果 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
I.    ワーク・ライフ・バランスに関する説明変数 
１．夫婦の会話時間（平日１日平均） 
    0.059(7.15)   0.047(5.34)   0.038(4.88)   0.028(3.29)               
２．夫と大切に過ごす生活時間総計（休日） 
                  0.016(4.90)   0.013(3.61)   0.006(1.90)  0.003(0.89) 
３．夫の家事分担割合（小数＝％/100） 
                 -0.098(0.51)  -0.145(0.70)  -0.310(1.68)  -0.317(1.58)  
４．夫の育児分担割合（小数＝％/100）   
      0.416(3.67)   0.268(2.24)   -0.210(1.26)   0.029(0.25) 
５．主要生活活動数 
                   0.095(8.29)   0.069(5.63)    0.061(5.55)   0.045(3.89)     
II.  その他の説明変数 
6．結婚継続年数 
線形/10   -0.684(5.10) -0.688(4.75)  -0.293(2.35) -0.096(0.69) 
２乗/100         0.176(2.91)   0.118(1.92)    0.111(1.97)  -0.007(0.12) 
7.   子どもの数（対２人） 
０人         0.137(1.75)  0.180(1.77)  -0.029(0.40)    0.121(1.41)              
１人              -0.020(0461)  0.019(0.36)  -0.036(0.67)   -0.004(0.37)          
３人以上           0.046(0.99)  0.039(0.66)   0.059(1.36)   -0.003(0.02) 
8.   世帯の預貯金・有価証券額（単位 100 万） 
         0.005(1.82)   0.007(2.12)   0.014(5.15)   0.010(3.27) 
9.   調査月のローン返済楽（単位１０万） 
      0.015(0.70)   0.001(0.05)   0.005(0.23)   0.003(0.18) 
10.  本人の月収(単位１０万) 
    -0.005(0.60) -0.002(0.20)  -0.021(2.62) -0.011(1.31)   
11.   本人の就業状態  （対専業主婦・学生） 
常勤      0.014(0.39)   0.024(0.60)   0.007(0.20)   0.047(1.37) 
パート・臨時   -0.049(1.33) -0.041(1.03) -0.064(1.82)   0.043(1.28) 
12.  本人の学歴（対高卒以下） 
大学以上           0.112(1.21)    -----    -0.009(0.12)    ----- 
短大・高専     0.099(1.48)    -----          -0.037(0.62)     -----   30
13.  夫の月収(単位１０万)             
               0.008(1.45)   0.011(1.85)   0.039(7.61)   0.030(5.22) 
14. 夫の職業（対  作業職） 
専門技術      0.096(1.90)   0.002(0.04)   0.105(2.20) -0.002(0.03)             
管理事務      0.040(0.85)   0.001(0.01)   0.067(1.52)   0.067(1.21) 
自営     -0.132  (1.58) -0.156(1.64)     0.014(0.20)  -0.002(0.03)    
販売・サービス    0.047(0.83) -0.028(0.41)   0.009(0.15)   0.045(0.69) 
無職     -0.435(3.25)  -0.483(3.44) -0.563(4.40) -0.485(3.60) 
１5. 夫の勤め先の企業規模（対中小企業, 非該当） 
大企業        0.088(1.73)   0.077(1.19)   0.188(3.77)   0.141(2.26) 
官公庁      0.081(1.09)  0.185(1.31)   0.211(3.10)   0.278(2.05) 
16.   夫の残業時間 
    -0.007(0.66)  -0.008(0.70)    0.022(2.32)   0.024(2.22) 
17  夫の学歴（対大卒未満） 
大卒以上            0.151(2.52)    -----           0.106(1.96)     -----  

















度とほぼ独立した影響であるという表 6 のモデル 2 の結果を別の視点から裏付
けている。 
 












表８.  ２種の夫への信頼度の決定要因と重要度の順位 
  夫への心の支え信頼度の増加  夫への経済力信頼度の増加 
１位  結婚継続年数の増加(-0.171)  夫の収入の増加（0.105） 
２位  主要生活活動数の増加(0.131)  主要生活活動数の増加(0.092) 
３位  夫婦の平日会話時間の増加(0.092)  夫の失業(-0.069) 
４位  夫婦の休日共有生活時間の増加（0.068） 夫婦の平日会話時間の増加(0.059)
５位  夫の失業(-0.053)  世帯の預金・証券額の増加(0.058)
６位  夫の育児分担割合の増加（0.035）  夫が大企業・官庁へ転職(0.046) 























9.   結論と議論 
    まず本稿が実証的に明らかにしたことを主なものについて箇条書きにまと
めると以下のとおりである。 








共有主要生活活動数、結婚継続年数（負の効果） 、第 1 子の出生(負の効果)、夫
婦の平日会話時間、夫婦の休日共有生活時間の総計、夫の失業(負の効果)、夫
の育児分担割合、世帯の預貯金・有価証券額、夫の収入の９要因である。また
ここで最重要の主要生活活動とは休日の「くつろぎ」 、 「家事・育児」 、 「趣味・
娯楽・スポーツ」の３活動、平日の「食事」と「くつろぎ」の２活動の計５項
目である。   
  （３）妻の夫婦関係満足度の主な構成要素と考えられる「心の支えになる人」
としての夫への信頼度と夫への経済力信頼度について、前者の夫婦関係満足度
への影響は後者の影響より 3 倍強大きい。   















































    夫の月収 10 万円増加 
    ＝ 平日の夫婦の会話時間の 1 日平均 16 分増加（=(60x0.012)/0.046） 
    ＝休日に妻が夫とともに大切に過ごしていると思える生活時間の１日平均
54 分増加(-60x0.012/0.014)  
    ＝夫の育児分担割合が （たとえば 15％から 18％に） 3％増加 （=0.012/0.396）  
    ＝平日に「食事」または「くつろぎ」を妻が夫と大切する時間と感じる日
が以前より６日に１日増加（=0.012/0.074 がほぼ６分の１） 




















    なぜわが国では男性の就業時間が他国より長く、結果として夫の帰宅時間
が遅くなるのか？  その根本原因は１人当たりの業務量が多いからであると考





























が実際に起こったときの夫婦関係満足度低下の影響の約 3 分の 2（0.67= 
(0.404-0.011)/0.582） ）にも達する大きさで、かりに夫の育児分担率が平均の
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